
 

　　（２０２３年 ３月３１日現在） （単位 ： 百万円）　

流　動　資　産 85,293 流　動　負　債 86,228
現金及び預金 3,164 支払手形 331
受取手形 2,511 買掛金 81,029
売掛金 55,680 リース 債務 262
商　 品 13,206 未払金 498
返品資産 720 未払費用 509
前払費用 145 未払法人税等 883
未収入金 9,850 未払消費税等 463
その他 13 預り金 514

賞与引当金 695
返金負債 918
その他 122

固　定　資　産 45,187 固　定　負　債 4,564
有形固定資産 24,174 資産除去債務 195

建　 物 7,449 リース 債務 538
構築物 527 繰延税金負債 3,504
機械装置 414 退職給付引当金 295
車両運搬具及び器具備品 195 その他 30
土　 地 14,392
リース 資産 1,195

負　債　合　計 90,792
無形固定資産 282

ソフトウエア 232 株　主　資　本 27,464
その他 49 資本金 1,328

資本剰余金 601
資本準備金 601

投資その他の資産 20,730 利益剰余金 25,534
投資有価証券 19,546 利益準備金 332
関係会社株式 139 その他利益剰余金 25,201
長期貸付金 151 固定資産圧縮積立金 378
破産更生債権等 128 別途積立金 12,365
長期前払費用 8 繰越利益剰余金 12,457
差入保証金 636
その他 297 評価・換算差額等 12,222
貸倒引当金 △ 178 その他有価証券評価差額金 12,222

純 資 産 合 計 39,687

資　産　合　計 130,480 負債純資産合計 130,480

第 61 期 決 算 公 告　

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

純　資　産　の　部

　貸　借　対　照　表　
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２０２２年 ４月  １日
２０２３年 ３月３１日 （単位 ： 百万円）

科　　　　　　目

売上高 278,035

売上原価 261,602

売上総利益 16,432

販売費及び一般管理費 15,842

営業利益 590

営業外収益

受取利息及び配当金 405

受取事務手数料 820
投資事業組合運用益 221
その他 145 1,593

営業外費用

支払利息 23

賃貸収入原価 37

その他 0 61

経常利益 2,122

特別利益

投資有価証券売却益 2,697 2,697

特別損失

投資有価証券売却損 26

投資有価証券評価損 33 60

税引前当期純利益 4,759

法人税、住民税及び事業税 1,328

法人税等調整額 71 1,399

当期純利益 3,360

金　　　　　　額

　損　益　計　算　書　
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　２０２２年 ４月  １日

　２０２３年 ３月３１日

（単位 : 百万円）

資本剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,328 601 332 384 12,365 11,244 24,327 26,257

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
取崩し

△ 5 5 － －

剰余金の配当 △ 2,153 △ 2,153 △ 2,153

当期純利益 3,360 3,360 3,360

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － △ 5 － 1,212 1,207 1,207

当期末残高 1,328 601 332 378 12,365 12,457 25,534 27,464

評価・換算差
額等合計

当期首残高 12,937 39,194

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
取崩し

－

剰余金の配当 △ 2,153

当期純利益 3,360

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△ 714 △ 714

事業年度中の変動額合計 △ 714 492

当期末残高 12,222 39,687

 　株主資本等変動計算書　 

12,937

その他利益剰余金
利益剰余金合計

12,222

△ 714

△ 714

評価・換算差額等

資本金
資本準備金

利益剰余金

純資産合計

株　主　資　本

その他有価証券
評価差額金

株主資本合計
利益準備金
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

　(1) 資産の評価基準および評価方法

　　①　子会社および関連会社株式 移動平均法による原価法

　　②　その他有価証券

　　　・市場価格のあるもの 当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　　　・市場価格のないもの 移動平均法による原価法

　　③　棚卸資産

　　　・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、建物8～50年、構築物10～50年、

機械装置12～17年であります。

　　②　無形固定資産（リース資産を除く）

　　　・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

　　　・その他の無形固定資産 定額法によっております。

　　③　リース資産

　　　・所有権移転外ファイナンス・ 主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

　　　　リース取引に係るリース資産 する定額法によっております。

　(3) 引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

　　②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見込

額に基づき計上しております。

　　③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当社は当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　　　・退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

　　　・数理計算上の差異および過去勤務 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

　　　　費用の費用処理方法 間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

　(4) 収益及び費用の計上基準

　　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

　　義務を充足する通常の時点は以下の通りであります。

　　　医薬品卸売事業　医薬品及び医療機器等の販売

　　　これらの商品の販売については、商品を引き渡した時点にて収益を認識しております。
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２．収益認識に関する注記

　　収益を理解するための基礎となる情報

　医薬品卸売事業

　　①　契約及び履行義務に関する情報

　　　当社では、医薬品卸売事業において、主として近畿地方の医療機関および薬局に対して、医薬品お

　　よび医療機器等の販売を行っております。医薬品および医療機器等の販売においては、一定の返品実

　　績があり、返品されると見込まれる商品について収益を認識せず、当該商品について受け取ったまた

　　は受け取る対価の額で返金負債を計上しております。また、薬価改定が行われた際には、顧客との取

　　引価格の見直しを行っており、一部の顧客に対しては取引価格決定前に商品を販売しているため、変

　　動対価が含まれております。

　　②　契約及び履行義務に関する情報

　　　変動対価の見積額は、顧客ごとに過去の実績を加味した最頻値法による方法を用いて算定しており

　　ます。また、返品されると見込まれる商品の見積りは、過去の返品実績に基づいて見積もっておりま

　　す。

　　③　履行義務の充足時点に関する情報

　　　顧客との取引については、取引基本契約を締結後、顧客からの注文を受け、当該商品を出荷し、そ

　　の後当該商品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該商品の引き渡し時点で収

　　益を認識しております。

　　④　本会計基準の適用における重要な判断

　　　収益の認識から対価を受領するまでの期間は通常１年以内であるため、当該顧客との契約に基づく

　　債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

３．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

　　①　担保に供している資産

　　　　定期預金 786百万円

　　　　建物 75百万円

　　　　土地 675百万円

　　　　投資有価証券 4,609百万円

　　　　　　計 6,147百万円

　　②　担保に係る債務

　　　　買掛金 19,473百万円

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,657百万円

　(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

　　①　短期金銭債権 214百万円

　　②　長期金銭債権 103百万円

　　③　短期金銭債務 6,481百万円

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

　　①　売上高 77百万円

　　②　仕入高 22,958百万円

　　③　その他の営業取引高 2,021百万円

　　④　営業取引以外の取引 35百万円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

　(2) 剰余金の配当に関する事項

　　　配当金支払額

６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　繰延税金資産

　　　　　　賞与引当金 212百万円

　　　　　　未払事業税 56百万円

　　　　　　未払費用 32百万円

　　　　　　貸倒引当金 54百万円

　　　　　　退職給付引当金 1,537百万円

　　　　　　固定資産 186百万円

　　　　　　返金負債 250百万円

　　　　　　その他 323百万円

　　　　繰延税金資産小計 2,652百万円

　　　　　　評価性引当額 △ 432百万円

　　　　繰延税金資産合計 2,220百万円

　　　　繰延税金負債

　　　　　　未収割戻金 　　21百万円

　　　　　　固定資産圧縮積立金 166百万円

　　　　　　資産除去債務に対応する除去費用 17百万円

　　　　　　たんぽぽ建物譲渡益 9百万円

　　　　　　返品資産 220百万円

　　　　　　その他有価証券評価差額金 5,289百万円

　　　　繰延税金負債合計 5,725百万円

　　　　繰延税金負債の純額 3,504百万円

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2023年3月17日
取締役会

普通
株式

当事業年度
末の株式数

普通株式 26,540千株 －千株 －千株 26,540千株

株式の種類
前事業年度
末の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

決　　議
株式の
種類

2,153 81.120 2022年12月31日 2023年3月17日

- 6 -



７．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　　　当社は資金運用については主として短期的な預金等に限定しております。

　　　受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており

　　ます。また、未収入金は主として購買先に対する未収リベートと収納代行会社に対する未収自動集金

　　残高であり、信用リスクの低い購買先および収納代行会社と取引を行っております。

　　　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま

　　す。

　　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　　2023年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

　　次のとおりであります。

　　　また、「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「買掛金」については、現金であること、

　　及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており

　　ます。

（単位：百万円）

（注１）市場価格のない株式等（貸借対照表価額134百万円）については、その他有価証券に含めており
　　　　ません。

８．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社および法人主要株主等

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）商品の仕入価格については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

　(2) 兄弟会社

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）商品の仕入価格については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

兄弟会
社・商品
の共同仕
入

商品の
共同仕入
(注１)

12,628

売掛金

買掛金

2,419

3,829

役員
事業上の

関係

兄弟会社 ㈱ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 3,992
医薬品卸売
業

所有
直接

－

属性
会社等
の名称

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有(被所有)割

合(％)

被所有
直接

－

期末残高
(百万円)

事業の内容
又は職業 事業上の

関係

科目取引の内容

貸借対照表
 計上額（*）

差額

配当金 2,153

買掛金 6,282

19,412　

属性
資本金又
は出資金
(百万円)

会社等
の名称

親会社 5,000
㈱ﾊﾞｲﾀﾙｹｰｴｽ
ｹｰ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ
ｸﾞｽ

　①　投資有価証券

未収入金

取引金額
(百万円)

　　　その他有価証券

時価（*）

役員

議決権等の所
有(被所有)割

合(％)

関係内容

188

－

グループ全体の最
適化を図るため
の、企画・運営・
管理およびグルー
プ全体の経営統括
ならびにそれに付
帯する事業

所有
直接

役員の
兼任等

当社に対
しての経
営指導・
商品の共
同仕入

－

被所有
直接

商品の
共同仕入
(注１) 22,932

19,412　

100.0
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９．１株当たり情報に関する注記
　(1) １株当たり純資産額 1,495円　36銭
　(2) １株当たり当期純利益 126円　60銭
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